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研究成果の概要（和文）： 急峻な地形の多い日本では落石危険度の評価が不可欠である．しか

し，診断を要する地点が多いことや，現在の診断方法には経験的な判定基準が含まれているこ

とから，より簡便かつ客観的な落石危険度の評価手法の確立が望まれる．本研究では，常時微

動観測によって岩塊の振動メカニズムを考察し，岩塊の常時微動の水平／鉛直固有振動数比を

用いて岩塊の転倒加速度を算定する新たな手法を提案した．また，この手法を複数の岩塊に適

用して転倒加速度を推定し，既往の落石危険度振動調査法による判定結果と互いに整合する結

果が得られることを確認した． 

 

研究成果の概要（英文）： Rock-fall hazard assessment is indispensable procedure in 
maintenance of roads and rail tracks.  So, a simple and quantitative evaluation of the 
hazard is needed. From this point of view, several methods based on vibration 
measurements have been presented. In this study, we proposed a new method to 
estimate toppling acceleration of a rock mass based on the horizontal-to-vertical 
natural frequency ratio of microtremors. We applied the method to rock masses and 
showed that the estimated toppling accelerations were consistent with results obtained 
from the method proposed by other authors. 
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１．研究開始当初の背景 

2009 年 7 月の富士山落石死亡事故などか
らも明らかなように，道路や鉄道などの維持
管理において落石危険度の診断は必要不可
欠である．さらに，診断を要する地点が多い
ことや経年変化によって危険度が増加する

ため，継続的に診断を行っていく必要がある．
しかし，落石の発生予知を定量的に行う手法
は未だ確立されておらず，その危険度判定は，
地形や地質のほか，地下水や植生の状況など
の様々な要素を総合的に判断して行ってい
るのが現状である．簡易でかつ定量的・客観
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的な判定方法の確立が必要であろう． 

上記のことから，岩塊と基盤岩における常
時微動のスペクトル振幅比を用いる方法や
累積振幅比を用いる方法，岩塊における常時
微動の H/V スペクトル比を用いる方法など
が提案されている．これらの方法は落石危険
度を判定する岩塊の振動を直接計測するた
め，ある程度定量的な物理量が得られるが，
その一方で岩塊の振動特性そのものについ
ては十分な検討がなされておらず，最終的な
アウトプットである落石危険度については
「高低」の相対評価にとどまっているのが現
状である． 

 

２．研究の目的 

上記の背景を踏まえて，本研究では落石危
険度の定量的な評価法の確立を最終的なゴ
ールとする． 

 

 

３．研究の方法 

次の手順によって落石危険度の算定手法
を検討した． 

 

(1)多くのセンサーを用いた同時観測によっ
て，岩塊の振動特性，ならびに，その効率的
な観測方法を検討する．観測に際しては，入
力レベルと岩塊のスペクトル振幅の非線形
的な関係やロッキング振動の回転中心の位
置など，モデル化に必要な情報を正確に得る
ために，センサーの配置に十分に注意して観
測を行う． 

 

(2)ロッキング振動の特徴を取り込んだ数理
的な振動モデルを構築し，より実現象に近い
コンピュータシミュレーションを実施し，観
測記録と比較，検討を行う． 

 

(3)上記(1) (2)に基づいて，落石危険度を例
えば，地震工学分野で用いられる「限界震度」
「転倒加速度」のような定量値として算定す
る方法を提案する． 

 

４．研究成果 
(1) 岩塊の振動の数理モデルの確立 

図.1 のように，質量𝑚，高さ𝐻，幅𝑊，奥
行𝐷の矩形の岩塊を考える．また地盤の鉛直
方向の反力として，単位面積当りバネ係数𝑘 
の地盤バネを考える．この岩塊モデルが鉛直
方向に一様に𝑉変位したとき（図.1a），地盤
バネは全体で𝑘𝐷𝑊の力を岩塊に及ぼす．従っ
て，鉛直方向の固有振動数𝑓𝑉は次式で表され
る． 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   図．1 岩塊の振動の数理モデル 
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一方，岩塊の水平方向の振動が地盤の鉛直

方向の変形によるものである場合，この振動
は図.1b に示すように，岩塊底面の片端に中
心がある回転振動としてモデル化できる．こ
の振動の固有振動数𝑓𝐻は次式のように表す
ことができる． 
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1

2𝜋
√

𝑘𝐷𝑊3

𝑚
                    (2) 

式(1)(2) を用いて未知の地盤バネの係数𝑘

消去すると 

𝑓𝑉
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                              (3) 

が得られる．ここで𝐼は底面に回転軸がある場
合の岩塊の慣性モーメントである． 
式(3)から，水平／上下固有振動数比𝑓𝐻 𝑓𝑉⁄

は地盤の剛性に依存せずに一定値を示すこ
とが期待される．本研究では，次式に基づい
て算定した 𝑊を有効幅と称し，𝑊𝑒で表す． 

𝑊𝑒 =
𝑓𝐻

𝑓𝑉

√
3𝐼

𝑚
                              (4) 

 
(2) 水平／上下固有振動数比𝑓𝐻 𝑓𝑉⁄ に基づく
岩塊の転倒加速度の算定法の提案 
岩塊の不安定さを直接表す指標として本

研究では転倒加速度を用いることを提案し
た． 
図.1c のように岩塊の重心に右向きに地

震力𝐹が働くものとすると，岩塊の底面右端
を中心とする回転運動が生じる条件から，こ
の岩塊を転倒させる地動加速度𝛼に関する条
件を有効幅𝑊𝑒を用いて次式のように与える
ことができる． 

𝛼 >  
𝑊𝑒

𝐻
𝑔                                 (5) 

さらに，縦長の形状を有し倒れやすいと考
えられる岩塊に対して𝐼を求めて式(4)(5)に



代入すると，最も簡便な転倒加速度の近似式
として次式が得られる． 

𝛼 >  
𝑓𝐻

𝑓𝑉

 𝑔                                       (6) 

すなわち，近似的には固有振動数比𝑓𝐻 𝑓𝑉⁄ を岩
塊の転倒の限界震度とみなすことができる． 
 
 (3) 常時微動測定の例に基づく岩塊の転倒
加速度の算定例 
図.2 に常時微動計測を行った岩塊の例

（岩塊 A）の写真と計測した寸法を示す．こ
の岩塊では CH1～CH3 を岩塊上に，CH4 を岩
塊そばの基盤上に微動計を設置し，岩塊のHS
（短辺）方向，HL（長辺）方向，V 方向の 3 方
向の計測を行った．もう一つの岩塊（B） に
おいても CH1～CH2 が岩塊上に，CH3 を岩塊
そばの基盤上に微動計を設置した他は同様
の条件で計測を行っている． 
図.3 に岩塊 A における岩塊上／基盤上の

フーリエスペクトル比を示す．HS 方向の結
果では，13.2Hz のピークが卓越しており，
CH1～CH3 の共通のピークになっている．一
方，HL 方向では 41.0Hz に CH1～CH3 の共通
のピークが見られ，この振動数がこの岩塊の
HL 方向の代表的な振動であると考えられる．
また，CH1，CH2 では HS 方向と同様に 13.1Hz 
にピークが見られるが，これはHS 方向に強 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図．2 
 
 
 
  

図．２ 常時微動計測状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  図．3 岩塊／基盤上スペクトル比の例 
 
く現れた振動が HL 方向のセンサーにも検出
されたものと考えられ，不規則な形状を有す
る岩塊では明確に振動方向を区別すること
ができないことがわかる．同様に，鉛直方向
の固有振動数が 50.0Hz であることが図 3か
らわかる．このように，岩塊／基盤上のフー
リエスペクトル比を用いることで，実際の岩
塊の計測において明瞭に固有振動数を求め
ることができることが確認できた． 
 
(4) 常時微動測定の例に基づく岩塊の転倒
加速度の算定例 
表.1 は前節で述べた 2つの岩塊の固有振

動数と水平／鉛直固有振動数比，有効幅，転
倒加速度をまとめたものである．表にみるよ
うに，岩塊 A の HS 方向の有効幅が 0.7m，転
倒加速度 270 cm/s2 と他の成分と比べて小さ
く，岩塊 Aはこの方向に比較的不安定である
と判断される．一方，ほかの成分については
岩塊の幅や長さに比較的近い有効幅と1G 以
上の転倒加速度が求められており，これらの



方向については安定しているものと判断さ
れる．また，この結果は既往の落石危険度判
定法として用いた日本道路公団試験研究所
土工研究室による「落石危険度振動調査法」
の評価結果とも整合しており，このことから
本研究で展開した手法が定量的な落石危険
度の評価手法として用いることができるも
のと結論づけられた． 
 

表.１ 転倒加速度の算定結果 

岩

塊 

鉛 直 固

有 振 動

数(Hz) 

方

向 

水 平 固

有 振 動

数(Hz) 

固 有

振 動

数比 

有 効

幅(m) 

転 倒

加 速

度

(cm2) 

A 50.0  
H

S 
13.2  0.27 0.7  270 

  

H

L 
41.0  0.82 2.7 1020 

B 36.1  
H

S 
37.7  1.04 2.2  1120 

    
H

L 
45.6  1.26 3.1 1600 
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